
令和５年度 重点事業の要求状況

○おかやま創生総合戦略

【対策１ 若い世代の希望をかなえる少子化対策の推進(自然減対策) 】

１－① 次世代育成に向けた気運の醸成

調書番号 部 局 名 分類 事　　業　　名 終 了 年 度 説 明

( 450,424 )
1,573,009

( 450,424 )

1,573,009

１－④ 子育て支援の充実

調書番号 部 局 名 分類 事　　業　　名 終 了 年 度 説 明

( 6,944 )
6,944

( 50,745 )
118,852

( 64,583 )
215,797

( 122,272 )

341,593

【対策２　つながりを築き、人を呼び込む郷土岡山づくりの推進(社会減対策) 】

２－① 移住・定住の促進

調書番号 部 局 名 分類 事　　業　　名 終 了 年 度 説 明

( 42,302 )
77,475

( 42,302 )

77,475

37 保健福祉部 一般

子ども・子育て支
援環境の充実（多
様な保育ニーズへ
の対応）
《子ども未来課》

R7

保育人材を確保するため、指定保育士養成施設に在学す
る学生への修学資金の支援や潜在保育士の就業支援等に
取り組むとともに、保育士の負担軽減や保育体制整備等
に対する支援、保育士等キャリアアップ研修の充実な
ど、子育て支援環境を整備する。

38 保健福祉部

※要求額欄の（　　）内は一般財源の額です。
※別途掲載の「重点事業調書（要求）一覧」(pdfファイル)を開き、しおりの事業名をクリックすると、その事業の調書をご覧いただけま
す。

事 業 概 要

要求額(千円)

36 保健福祉部 一般

少子化対策総合推
進事業
《子ども未来課、
健康推進課、医療
推進課》

R8
「おかやま縁むすびネット」の推進や結婚・子育てに対
する気運醸成、妊娠・出産に関する知識の普及啓発な
ど、総合的な少子化対策を推進する。

計

事 業 概 要

要求額(千円)

6 県民生活部 一般

岡山県青少年総合
相談センターＳＮ
Ｓ相談事業
《男女共同参画青
少年課》

R7

青少年のコミュニケーションツールの変化等に合わせ、
悩みや不安を抱える青少年が相談しやすい環境の整備を
図るため、岡山県青少年総合相談センターにおいて、Ｓ
ＮＳを使用した相談窓口を設置する。

計

事 業 概 要

要求額(千円)

52 県民生活部 一般

岡山移住・定住促
進パワーアップ事
業
《中山間・地域振
興課》

R7

地域資源をテーマにしたセミナーの開催や、ワーケー
ションを推進する市町村の支援と二地域居住等のプログ
ラム造成等を行い、移住・定住ルートの拡大を図るとと
もに、首都圏等で移住相談窓口の設置や、移住検討段階
に沿った戦略的な情報発信を展開する。

一般
子ども虐待防止対
策総合強化事業
《子ども家庭課》

R7

増加する子ども虐待相談へ効果的に対応していくため、
一時保護や法的対応など、児童相談所の機能強化を図る
とともに、児童家庭支援センターの機能強化や里親委
託、施設を利用・退所する児童への支援等を推進する。

計
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２－② 若者の還流・定着

調書番号 部 局 名 分類 事　　業　　名 終 了 年 度 説 明

( 23,581 )
51,603

( 23,581 )

51,603

２－③ 地方創生を担う人材の育成 

調書番号 部 局 名 分類 事　　業　　名 終 了 年 度 説 明

( 213,179 )
250,067

( 171,183 )
256,401

( 193,632 )
252,556

( 16,223 )
32,445

( 18,197 )
19,397

( 612,414 )

810,866

28 産業労働部 一般

岡山で働く仲間を
増やそう！人材確
保応援パワーアッ
プ事業
《 労 働 雇 用 政 策
課》

R7

県内企業の人材確保と地方への若者の還流を図るため、
県内企業の若手社員による「おかやま就活サポーター」
等を活用し、県内外の大学生に岡山で働く魅力を伝える
とともに、民間就職情報会社の発信力を活用したイン
ターンシップ情報の提供や、マッチングフェアの開催等
により、インターンシップの参加を促進する。

計

事 業 概 要

要求額(千円)

3 教育委員会 一般
学ぶ力の育成
《教職員課、義務
教育課》

R7

小中学生に対して学力・学習状況調査やＩＣＴを活用し
た確認テスト等を実施し、現状を把握し改善を図る。ま
た、教員が指導に専念できる時間の創出のため、事務作
業等を支援するアシスタントの配置や、全県立高校等へ
のデジタル採点システムの導入を進める。

2 総務部 一般

私立高校生の教育
費の負担軽減（奨
学のための給付
金）
《総務学事課》

-
国の制度改正に合わせ、私立高校生等に対する奨学のた
めの給付金の支給額を増額する。

計

事 業 概 要

要求額(千円)

1 総務部

経常費補助金に教育環境充実枠を設け、私立高等学校
（全日制）における教育環境の充実を促進する。また、
私立幼稚園が人材確保のために行う処遇改善に対する補
助の補助率を引き上げる。

一般

私立学校の教育環
境の充実に向けた
支援
《総務学事課》

R7

9 教育委員会 一般
グローバル人材の
育成
《高校教育課》

R7

留学コーディネーターを配置し、留学フェア等の開催や
短期プログラムの開発を行うとともに、海外姉妹校との
交流を促進し、留学への興味・関心の喚起を図る。ま
た、高校生の留学経費や、次世代リーダーサミット「Ｏ
ｎｅ Ｙｏｕｎｇ Ｗｏｒｌｄ」への派遣費を支援す
る。

5 教育委員会 一般

県立高校・中学校
インターネット出
願事業
《高校魅力化推進
室》

-
県立高校、中学校の入学者選抜にインターネット出願シ
ステムを導入し、生徒・保護者の利便性の向上及び教職
員の業務の効率化を図る。
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２－④ 情報発信力の強化

調書番号 部 局 名 分類 事　　業　　名 終 了 年 度 説 明

( 26,330 )
26,330

( 2,739 )
2,739

( 24,620 )
24,620

( 53,689 )

53,689

【対策３ 地域の持続的発展のための経済力の確保 】

３－① 生産性向上の促進

調書番号 部 局 名 分類 事　　業　　名 終 了 年 度 説 明

( 59,794 )
156,912

( 117,208 )
177,167

( 62,634 )
62,634

( 42,771 )
143,570

( 282,407 )

540,283

67 総務部 一般

公衆無線ＬＡＮ環
境整備推進事業
《デジタル推進
課》

R5 県施設に設置した公衆無線ＬＡＮの機器更新等を行う。

事 業 概 要

要求額(千円)

65 総合政策局 一般
届け県政情報！情
報発信力強化事業
《公聴広報課》

R7
テレビの高視聴率時間帯を活用した放送やＷＥＢ動画な
ど、多様な媒体を活用した情報発信により、県政広報の
充実を図る。

66 総合政策局 一般

デジタルマーケ
ティング戦略推進
事業
《政策推進課》

R5
デジタルマーケティング（ＤＭ）のノウハウ定着を進
め、各事業のＤＭ実践をサポートする。

26 農林水産部 一般

法改正に対応した
農地集積・集約化
事業
《農村振興課》

R12

農地関連法の改正に伴い農地中間管理機構の業務量が増
大するため、農地中間管理事業の契約業務等の効率化を
図るとともに、目標地図作成に向けた地域の話合いを支
援することにより、担い手への農地の集積・集約化を加
速化させる。

計

事 業 概 要

要求額(千円)

14 産業労働部 一般

デジタル化による
企業の「新たな価
値づくり」支援事
業
《産業振興課、経
営支援課》

R7

「業種別デジタル化推進支援モデル」を作成し商工会等
支援機関へ提供するとともに、支援モデルを活用して
プッシュ型で働きかけを行う。さらに、相談支援体制強
化のため、必要な補助員を配置する。また、先進事例等
を紹介するセミナーやスタートアップ企業等のシーズや
アイデア等を発信するピッチイベントを開催する。

17 産業労働部 一般

企業の成長段階に
合わせてトータル
サポート！
成長サイクル好循
環促進事業
《経営支援課》

R7

新型コロナウイルスの長期化に加え、原油・原材料価格
高騰やゼロゼロ融資の本格化等の問題に直面している県
内企業を支援するため、県中小企業支援センターを中心
に、専門家派遣、人財育成研修、ＢＣＰの策定支援等を
実施する。また、大規模展示商談会「おかやまテクノロ
ジー展（ＯＴＥＸ）」をリアルとオンラインで開催す
る。

計

25 農林水産部 一般
ハイブリッド産地
育成推進事業
《農政企画課》

R6
産地づくりを強力に推進するため、市町村等が行う５ha
規模の産地育成に必要となる整備計画策定、機械・施設
整備、新規就農者確保等の取組を支援する。
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３－② 産業の活性化

調書番号 部 局 名 分類 事　　業　　名 終 了 年 度 説 明

( 138,294 )
143,362

( 82,456 )
311,056

( 6,036 )
6,036

( 13,439 )
26,775

( 0 )
81,436

( 13,189 )
25,948

( 7,011 )
12,520

( 50,857 )
68,378

( 117,763 )
125,738

( 86,857 )
163,350

事 業 概 要

要求額(千円)

21 県民生活部 一般

航空ネットワーク
維持・拡充事業
《航空企画推進
課》

R7

航空会社の空港事務所等の機能を維持し、国際定期路線
の早期の再開と再開後の運航を安定させるため、航空会
社等に対する運航経費等への支援や、路線ＰＲ及び集客
に取り組むとともに、新規路線誘致に向けた取組とし
て、チャーター便への支援等を行う。

11 産業労働部 一般

水島コンビナート
の 競 争 力 強 化 と
カーボンニュート
ラルへの対応
《産業振興課》

R6
水島コンビナートの２０５０年カーボンニュートラル実
現のため、協議会の運営や調査・研究を行う。

10 産業労働部 一般

戦略的企業誘致推
進事業
《企業誘致・投資
促進課》

R7

県内への新規企業立地や投資促進を図るため、大型投
資・拠点化促進補助金に新たに拠点拡充型を創設する。
また、市町村又は市町村と民間事業者が共同で行う産業
団地開発に関連して実施する公共施設の整備等に対して
補助を行うとともに、市町村が行う産業団地開発事業の
経費に対する無利子貸付を行う。

16 産業労働部 一般
おかやまグリーン
成長支援事業
《産業振興課》

R7

２０５０年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長の
動きを県内ものづくり企業のビジネスチャンスにつなげ
るため、専属コーディネーターを配置し、技術情報の提
供等を行う。また、セミナーに参加した企業との勉強会
等を通じて、新技術・新製品開発等に向けたコンソーシ
アム形成を促進する。

15 産業労働部 一般

デ ジ タ ル マ ー ケ
ティング等を活用
した中堅企業への
成長支援事業
《産業振興課》

R7
県内中小企業のマーケティング力の強化を支援するた
め、専門家チームによる伴走支援や、セミナー・相談会
を開催する。

19 産業労働部 一般

「＃酒米処おかや
ま 」 を 世 界 へ 発
信！
県産日本酒のブラ
ンディング・ハイ
ブリッドプロモー
ション事業
《マーケティング
推進室》

R7

県産日本酒の海外販路拡大に向け、イベントに出展し、
試飲・販売を実施するとともに、フランス版ＥＣサイト
等を活用した情報発信を行う。加えて、国内首都圏市場
の販路開拓のため、県内蔵元による試飲会や雄町の魅力
を発信するトークセッションを開催する。

18 産業労働部 一般

県産品商流構築支
援事業
《マーケティング
推進室》

R5
県産品の海外販路開拓を促進するため、大規模展示会へ
の出展や商談会を開催する。また、百貨店等において、
県産品の催事を開催し、認知度向上・消費拡大を図る。

23 産業労働部 一般

インバウンド回復
に向けた誘客促進
事業
《観光課》

R7

インバウンド回復に向け、旅行商品の造成・販売につな
げるため、観光ＰＲデスクの活用や、セミナー、商談会
等を実施するとともに、台湾において、本県の魅力をＰ
Ｒするため、トッププロモーションを行う。また、外国
人旅行者の県内滞在・周遊を促進するため、レンタカー
料金を助成するとともに、多言語に対応するコールセン
ターを設置する。

22 産業労働部 一般

観光ＤＸによる持
続可能な観光地づ
くり推進プロジェ
クト事業
《観光課》

R7

デジタルマーケティングを活用したプロモーションを効
果的に展開するとともに、旅行会社等と連携した着地型
及び教育旅行商品の造成・販売により、認知度向上と観
光客の増加を図る。

24 土木部 一般
岡山後楽園の魅力
づくり事業
《都市計画課》

R5
新型コロナウイルス感染症収束後の観光需要の回復を見
据え、さらなる魅力づくり事業や特別名勝の保存整備を
実施する。
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調書番号 部 局 名 分類 事　　業　　名 終 了 年 度 説 明

( 11,390 )
22,780

( 3,237 )
6,474

( 530,529 )

993,853

３－③ 働き方改革の推進

調書番号 部 局 名 分類 事　　業　　名 終 了 年 度 説 明

( 94,697 )
94,697

( 3,718 )
7,436

( 98,415 )

102,133

【対策４　地域の持続的発展のための活力の維持】

４－① 拠点機能の確保

調書番号 部 局 名 分類 事　　業　　名 終 了 年 度 説 明

( 34,126 )
34,126

( 15,500 )
31,000

( 49,626 )

65,126

12 土木部 一般
水島港脱炭素化推
進事業
《港湾課》

R6

関係自治体、国、事業者等と連携した協議会を開催し、
カーボンニュートラルポート形成計画を策定する。ま
た、形成計画を踏まえた水島港の長期的なあるべき姿を
検討する。

事 業 概 要

要求額(千円)

計

13 土木部 一般
水島港機能強化事
業
《港湾課》

R6
水島港にとって新たな市場となる、トランシップを行う
完成自動車を集貨することで、経済活動の維持を図ると
ともに、荷捌き地の有効活用を促進する。

計

事 業 概 要

要求額(千円)

27 総務部 一般

テレワーク事業拡
充事業
《デジタル推進
課》

R9
新たに2,200人の職員が同時利用できるようテレワークシ
ステムを拡充する。

34 保健福祉部 一般
障害のある人の就
労定着等支援事業
《障害福祉課》

R7

障害のある人の就労移行・定着を進めるため、スキル
アップ研修や参加型セミナー、ワークフォーラム等を開
催するとともに、就労定着支援アドバイザーなどによる
就労定着支援に取り組む。

計

事 業 概 要

要求額(千円)

50 県民生活部 一般

ＪＲ在来線利用促
進事業
《県民生活交通
課》

R7

ＪＲ在来線の維持・確保を図るため、各種統計データや
パーソントリップ調査の結果を分析し、実効性のある利
用促進策を立案するとともに、鉄道利用の機運醸成や新
たな利用者の獲得につなげるキャンペーン事業を実施す
る。

51 県民生活部 一般

生き活き拠点づく
り促進事業
《中山間・地域振
興課》

R7

小さな拠点形成に取り組む市町村に対する支援を行うた
め、地域運営組織が実施する地域の拠点性を高める取組
やその活動拠点施設の整備等を支援するとともに、モデ
ル事業の成果を他地域に横展開するための情報発信を行
う。
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４－② 地域社会の活性化

調書番号 部 局 名 分類 事　　業　　名 終 了 年 度 説 明

( 17,693 )
17,693

( 3,879 )
3,879

( 14,000 )
28,000

( 7,214 )
7,214

( 4,941 )
164,998

( 22,173 )
22,173

( 19,714 )
19,714

( 19,161 )
21,099

( 4,402 )
9,832

( 17,470 )
29,163

( 130,647 )

323,765

72 県民生活部 一般

地域づくりリー
ダー育成講座運営
事業（新・ももた
ろう未来塾
（仮））
《県民生活交通
課》

R7
地域づくりに取り組む「新たな次世代リーダー」の育成
を目的に「新・ももたろう未来塾（仮）」を開催する。

54 県民生活部

事 業 概 要

要求額(千円)

20 総務部 一般
岡山県庁舎魅力発
信事業
《財産活用課》

R5
前川國男氏の設計による県庁舎の魅力を紹介するため、
展示コーナーを県民室に設置したり、県庁舎ピロティに
演出照明可能な常夜灯の設置などを行う。

32 保健福祉部 一般
強度行動障害のあ
る人に対する支援
《障害福祉課》

R7

強度行動障害のある人の理解促進を図るとともに、受入
事業所等の支援力を向上するための研修の開催、保護者
等からの相談窓口の設置や事業所・病院・在宅・学校等
への専門家の派遣コンサルテーションなどを行う。ま
た、強度行動障害実態調査を実施する。

64 環境文化部 一般

第７９回国民ス
ポーツ大会冬季大
会開催事業
《スポーツ振興
課》

R6

令和７年１月から岡山県で開催される第７９回国民ス
ポーツ大会冬季大会に向けて、競技や式典の運営計画等
を作成するとともに、広報活動を実施する。また、選手
の育成・強化に対する補助や、子ども等を対象にした体
験教室を実施する。

33 保健福祉部 一般

医療的ケア児及び
その家族等に対す
る支援
《障害福祉課、医
薬安全課》

R7

医療的ケア児等とその家族をサポートするため、短期入
所事業者に対する補助や開設支援等を行うとともに、各
種研修等を開催する。また、医療的ケア児支援センター
の機能強化を図る。

計

一般

空港脱炭素化推進
計画策定事業
《航空企画推進
課》

R5
航空法に基づき、岡山桃太郎空港及び岡南飛行場に係る
「空港脱炭素化推進計画」を策定する。

61 県民生活部 一般

ウクライナ避難民
支援対策事業
《国際課、住宅
課》

R5

ウクライナから避難された方が、県営住宅へ居住する際
の設備点検や生活備品の整備、入居後に就労等により、
民間住宅へ転居する場合における費用の助成のほか、モ
バイルルーターや自動翻訳機の貸与等の支援を行う。

63 環境文化部 一般

スポーツに親しむ
県民応援事業～コ
ロナからの復活～
《スポーツ振興
課》

R7

トップクラブチームの応援イベントの開催や、観戦機会
が少ない県民（高齢者等）の送迎を行い、トップクラブ
チームに触れる機会を創出する。また、県内スポーツの
振興及び競技力の向上を図るため、選手育成に係る補助
等を行う。

55 環境文化部 一般

脱炭素社会の実現
を目指した地球温
暖化対策
《新エネルギー・
温暖化対策室》

R7

県内での脱炭素化を促進するため、家庭・事業者の省エ
ネ設備導入費用に対する補助や、省・創・蓄エネ事業等
を行う市町村への補助を行う。また、県民運動等を通じ
た機運の醸成を図る。加えて、気候変動の影響・適応分
野における講師の育成や啓発資材の作成を行う。

62 環境文化部 一般
文化を核とした地
域活性化促進事業
《文化振興課》

R6

アーティストの滞在制作や講座によるアートマネジメン
ト人材の育成等により、文化の力を活用した地域の活性
化を図るとともに、芸術家や文化団体等の活動を支援す
ることにより、本県文化の底上げを図る。
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４－③ 安全・安心な地域づくり

調書番号 部 局 名 分類 事　　業　　名 終 了 年 度 説 明

( 13,432 )
13,432

( 12,212 )
12,212

( 402 )
81,302

( 0 )
7,066,490

( 3,790 )
3,790

( 4,500 )
8,999

( 39,677 )
39,677

( 48,004 )
48,004

( 33,329 )
66,274

( 9,721 )
9,721

( 21,870 )
21,870

( 186,937 )

7,371,771

40 知事直轄 一般

命を守る！自助・
共助・公助の取組
促進事業
《危機管理課》

R7

地区防災計画及び個別避難計画作成促進のため、福祉専
門職、地域の防災関係者等を対象にした研修や令和４年
度に作成するマニュアルの活用促進等を実施する。ま
た、防災訓練の共催市町村を増やし、県職員や市町村職
員の対応力や相互の連携体制を強化する。

事 業 概 要

要求額(千円)

39 知事直轄 一般
防災のデジタル化
推進事業
《危機管理課》

R5

ＳＮＳの情報からＡＩ解析により浸水エリアを予測する
民間サービスを導入するとともに、災害時に県、市町村
の災害対策本部などが利用する総合防災情報システムの
地図情報を充実させ、災害対応力の強化を図る。

42 総務部 投資
県庁舎耐震化整備
事業
《財産活用課》

R5
本庁舎（本館）及び議会棟（旧館）の耐震化及び長寿命
化工事を行うとともに、浸水対策など機能継続対策のた
め、エネルギーセンターの新築を行う。

41 知事直轄 一般

岡山県高度防災情
報ネットワーク整
備事業
《危機管理課》

R6
令和４年度に行った基本設計に基づき、来年度より２ヵ
年をかけて、岡山県高度防災情報ネットワークの実施設
計を行う。

43 農林水産部 一般
開発地巡視管理シ
ステム整備事業
《治山課》

R6
ＤＸを活用した開発地巡視管理システムを整備し、適
時・適切な開発行為の管理・指導を行うとともに、違法
行為の早期発見・抑止を行う。

46 県民生活部 一般

犯罪被害者等見舞
金給付事業
《くらし安全安心
課》

R7
犯罪被害者等の経済的負担の軽減を図るため、見舞金を
給付するとともに、被害発生直後から被害者等に寄り
添った支援をコーディネートする。

60 土木部 一般

おかやま空き家対
策推進事業
《建築指導課、住
宅課》

R7
除却事業をはじめとする市町村の空き家対策の取組を支
援することで、地域における生活環境の保全を図る。

44 土木部 一般
３Ｄおかやま情報
基盤整備事業
《技術管理課》

R6
３次元デジタル地形図を整備し、各種台帳等の様々なイ
ンフラデータの相互利用が可能となるデータボックスの
整備を実施する。

47 警察本部 一般

守れ！岡山の企
業！！経済安全保
障対策の強化推進
事業
《外事課》

R5

先端技術情報の流出を未然に防ぐため、先端技術保有企
業等に対するセミナーを開催するとともに、官民ネット
ワークを構築し、構成企業等へのアウトリーチ活動を推
進する。また、サイバー攻撃による情報流出を防止する
ため、体験型の情報セキュリティインシデント対応訓練
を実施する。

45 土木部 一般
盛土災害防止対策
推進事業
《建築指導課》

R6

盛土規制法に基づき基礎調査等を行い、規制区域を指定
し、規制区域図を作成する。また、規制区域の概要や規
制対象行為、規模等について、様々な媒体や機会を通じ
て周知し、盛土災害防止の推進を図る。

48 警察本部 一般

安全安心の実
現！！ドローンを
活用した交通事故
捜査の高度化事業
《交通指導課》

R5

ドローンカメラを２台試験導入することにより、重大交
通事故現場における迅速な空撮を行い、交通規制に要す
る時間の短縮を図るとともに、迅速かつ的確な事故捜査
を実現する。

計
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４－④ 医療・福祉の確保

調書番号 部 局 名 分類 事　　業　　名 終 了 年 度 説 明

( 17,811 )
20,211

( 0 )
51,906

( 17,811 )

72,117

35 保健福祉部 一般

地域包括ケアシス
テム市町村支援事
業、認知症対策事
業
《長寿社会課》

R7

市町村が地域の実情に応じた地域包括ケアシステムを構
築できるよう、専門的な見地からの介護予防事業への助
言やアウトリーチによる伴走型の支援等を行う。また、
認知症対策として、チームオレンジの設置促進に向けた
研修や、診断後に各種支援に適切につなげるため、支援
機関等を紹介したパンフレットの作成等を行う。

事 業 概 要

要求額(千円)

29 保健福祉部 一般
重層的支援体制整
備事業
《保健福祉課》

R8
市町村の実施する重層的支援体制整備事業に必要な経費
を補助するとともに、包括的な支援体制の構築を進める
ための後方支援を行う。

計
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